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１　なぜ人事部の権限が問題なのか

　なぜ人事部の権限が経営や労働の研究テーマとなる
のだろうか。タイトルの「なぜ人事部は多くの権限を
有するのか」について論じる前に，この点について考
えてみたい。
　まず，実践的な関心からは，それが人事施策へ与え
る影響が分析されてきた。人事部門の権限が強くなれ
ば，積極的な人的資本投資や組織コミットメントの醸
成などの資源ベースの人事施策が選択されやすくなる
ことが明らかにされており，また，組織業績が高まる
ことを指摘する調査もある 1）。
　なお，こうした経営学研究は，働きがいや働きやす
さなどに配慮した人事管理，さらにはそれが組織業績
にも貢献するという調和のとれた雇用社会などの労働
問題研究の関心とも重なるものでもあった。
　次に，各国の労働市場の内部化の程度や様式を解明
しようとする研究においても，人事部門の権限に関心
が払われてきた。内部労働市場という「計画」の世界
を司るためには多くの「権限」が必要になるのである
が，それらが人事部門に集権化されることは，内部労
働市場が整備・活用されていることと一体的に理解さ
れてきた。
　なお，それを理論化した先駆的研究は青木昌彦

（1989）である。同書は，情報システムの集権（CI）
あるいは分権（DI）は，インセンティブシステムに
おける逆の権限配分と組み合わされて，安定した組織
モードをつくるという双対原理を唱えている 2）。日本
企業は分権的な情報システムと集権的なインセンティ
ブシステム（DI-CP）の組み合わせが一般的な国と位
置づけられる。カンバン方式のように作業単位間での
水平的調整に典型的にみられるような分権的な情報シ
ステムにおいては，各作業単位が情報を得て調整や判
断を行う。多様な状況に対応する「可変的技能」を発

展させるためには，広範囲にわたる仕事の経験と企業
内訓練が必要となるし，また，権限を与えられた作業
単位がエゴイスティックな判断を下さないように，規
則的に配転することが必要となる。それを集権的に司
る人事部門が必要となるというのである。
　以上，人事部の権限の解明は，人事施策のあり方や
企業業績，さらには内部労働市場を広く活用する雇用
システムの存立などを明らかにすることと密接に関
わっているのである。いわゆる「日本的雇用システ
ム」の生成と終焉，あるいは資本主義諸国の雇用シス
テムの多様性と収斂などといった歴史性，国際性を有
する研究テーマともつながっている。

２　日本の人事部研究

（1）人事部の役割の類型
　このように人事部の権限は歴史性や国際性を持つ論
点であるが，人事部門の役割は時代や国によって異な
るために留意が必要である。人事部門の役割を，実際
の業務に即して分類すれば，①人事制度の企画・運営

（採用，育成，評価，異動，賃金・福利厚生など），②
経営戦略上の意思決定への関与（M&A，分社化，事
業所新設・拡張・閉鎖など），③労使関係における使
用者代表などの 3 つをあげることができる 3）。
　なお，異動や昇進といった個別人事への関与は，①
の中に含まれてはいるが，全体に適用される制度の企
画・運営とは性格がやや異なる業務であろう。

（2）日本の人事部の歴史的展開
　以上の整理を前提として，日本の人事部門の発展史
を振り返ってみよう。
　山下（2008）によれば，日本企業に人事部門が広が
り始めたのは明治末から大正期にかけてである，会社
が生産労働者を直接的に管理する傾向が強まるにつれ
て，募集・採用，社宅管理などが必要になり，また工
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場法の施行（1916 年）や労働組合運動への対応が必
要となったためである。さらに第一次大戦後の労働争
議の頻発，第二次大戦の戦時需要のための労働力充足
や戦時下の法令への対応，第二次大戦後の労働組合運
動の拡大への対応などによって，しだいに人事部門が
拡大していった。
　以上，人事部門の創設と拡大には，生産労働者の労
務管理や労使関係管理の発生が重要な契機となってい
た。しかし，1980 年代以降の日本企業においては，
ホワイトカラー比率が上昇し，また日本の労働組合運
動は穏健化していく。日本企業の人事部門が他の先進
諸国と比べて大きな権限を持ち続けたことを説明する
ためには，ホワイトカラーを対象とした人事制度の企
画・運営，あるいは経営戦略上の意思決定への関与な
どに注目する必要があるだろう。
　なお，以上の歴史的展開は，人事部門によるライン
部門への挑戦という側面を持っていたことを指摘して
おきたい。たとえば，1950 年代半ばの日本鋼管では，
事業所を超えた異動を円滑にするために人事部門の権
限強化のための組織再編が行われた（山下 2008，青
木 2018）。あるいは，日本の製造現場においては，第
二次大戦後から 1960 年代までに職務分析や職務評価
制度などの科学的管理手法が展開し，人事部門や能率
部門などの中央管理部門が現場管理の基盤を形成し
た。それによって従来はライン管理者が決めていた要
員設定や職務評価に対して，全体最適の観点からの介
入が行われるようになった（青木 2022）。
　企業における全体最適と部分最適，それと裏腹の関
係にある統制と主体性のバランスは，経営学の中で形
を変えて繰り返し取り上げられる論点であるが，日本
の人事部門の歴史的展開もそれと深く関わっているの
である。

（3）個別人事をめぐるライン部門との関係
　ここでは，日本の人事部研究の中心的なトピックで
あった個別人事に関わる権限を取り上げる。異動や昇

進といった個別人事は，人材の育成と活用の要所であ
るだけでなく，企業の全体最適と部門最適とのコンフ
リクトが生じやすいイシューであり 4），内部労働市場
を広く活用する日本企業の特徴が色濃く表れるためで
ある。
　Jacoby（2005）の日米の上場企業へのアンケート
調査によれば，社内 6 部門の権力の強さ認識におい
て，アメリカでは財務部門がトップであり人事部門は
5 位であるのに対して，日本では企画・戦略部門が
トップで人事部門は財務と同順位の 3 位である。本社
職能部門の中でも日本の人事部門はアメリカと比べて
強いことがわかる。
　同調査からは，個別人事において，日本の人事部の
方がライン管理者に対する強い権限を持っていること
もわかる（表 1）。管理職の配置に関する責任の所在
が本社人事部にあると回答した割合は日本で 57％で
あるのに対して，アメリカで 16％であった。逆に，
ライン管理者にあると回答した割合はアメリカの方が
高い。管理職の業績評価は比較的小さな差ではある
が，そこでも明確な違いを読み取ることができる。
　なお，上述の通り，日米比較においては，日本の人
事部の権限の強さを確認することができるが，日本企
業において人事部とライン管理者のいずれの権限が強
いのかについては，微妙な調査結果が多い。表 1 の調
査においても，ライン管理者が管理職の配置に責任を
持つ日本企業は 23％，管理職の業績評価に責任を持
つ企業は 41％と一定の割合で存在している。
　あるいは，労働政策研究・研修機構によって 2016
年に行われたアンケート調査結果では，部門間の異動
の決定権は，人事部が 10％強であるのに対して，む
しろライン管理職が 20％弱となっており，残りは両
部門の連携によって決められている（表 2）。昇進に
関しては，職位が高いほど人事部の関与が強くなる
が，それでも両者の連携での決定が圧倒的多数であ
る。個別人事はライン部門と人事部門との連携で決ま
ることが一般的であり，どちらが強いのかを明確にす

表 1　人事業務に関する責任の配分
（単位：％）

ライン管理者 事業単位の人事部 事業部の人事部 本社人事部
計

日本 アメリカ 日本 アメリカ 日本 アメリカ 日本 アメリカ
管理職の配置 23 62 5 9 16 14 57 16 100
管理職の業績評価 41 65 5 8 15 12 38 15 100
注：小数点以下四捨五入のため，合計が 100 にならない場合がある。
出所：Jacoby（2005＝2005：232-233）
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ることは容易ではない。
　日本企業における個別人事のあり方を解明するため
には，それがライン部門と人事部門の連携で決まるこ
とを前提として，その質的解明を目指すことも重要な
課題であろう。佐野（2024）は，異動や能力開発に関
する職場管理者と人事との連携の内容を分析し，異動
に関する権限が人事部門とライン部門のいずれにある
のかにかかわらず，人事部門は職場の人材育成に関す
る支援を行っていることを指摘する。そのうえで，

「能力開発の方針の作成・周知」「求める人材像のすり
合わせ」「能力開発に関する相談（コンサルティング）」
や「個別的な助言・意見交換」などが行われている場
合は，連携がうまくいっていることを明らかにした。
　あるいは，青木（2018）は，異動や昇進の決定の前
段にある成績評価の作成過程に注目した。人事部門
は，過去のデータを用いて，評価に急な変化があった
場合には，管理者へのヒアリングを行っており，それ
を通じて，年功的処遇を求める圧力や人間関係などに
よる評価のゆがみを防止していた。人事部門は，ライ
ン部門の従業員と日常的に接しているわけではないの
で，ライン部門に対して影響力を持つためには，こう
した活動の積み重ねが重要なのであろう。

（4）経営戦略への関与
　1980 年代の日本において，経営計画への関与を強
めた人事部門は，企業内地位を向上させたことが指摘
されている（山下 2008）。しかし，経営戦略という広
い領域に関して，日本の人事部門の関与は十分に明ら
かにされていない 5）。Jacoby（2005）によれば，日本
の人事部門の M&A，事業所の新設・拡張・閉鎖など
への関与は，アメリカに比して弱いことが指摘されて
いる。こうした日米の相違は，ジャコービィ氏も指摘
する通り，M&A，事業所の新設・拡張・閉鎖などの

頻度の違いに起因する可能性もある。人事部門の権限
を比較する際には，そもそも，人事部門に期待される
役割が企業経営のあり方によって異なることに留意す
る必要があるだろう。

３　人事権と人事部門の権限

　以上の経済学・経営学領域の人事部研究において
は，会社の従業員に対する人事権はある種の前提条件
であり，それ自体が分析されることは少なかった。あ
るいは意識さえされないことも多い。しかし，人事部
門の役割を国際比較する上では，その前提条件の 1 つ
としての人事権の違いを踏まえる必要があるだろう。
　労働政策研究・研修機構（2005）によれば，ドイ
ツ，フランスなどでは，配置転換に関しては労働契約
原理，すなわち採用時点での契約内容が重視される。
ただし，採用時に合意された移動の範囲であっても，
権利濫用の認定が日本よりも広く行われている。経営
が専権事項として配置転換を命じることのできる地理
的ないし職種的範囲への法的規制は，人事部門の機能
発揮の制約条件の 1 つとなり，人事部の役割に影響を
与える可能性がある。
　たとえばドイツでは，労働契約で特定されていると
判断される勤務地や職種の範囲内での配置転換は使用
者が一方的に命ずることができるが，その場合でも，
労働協約において決められた異なる賃金グループへの
異動は労働者の個別の同意を得るか変更解約告知を行
う必要がある。あるいは労働契約に配転条項が盛り込
まれていたとしても，非管理職員の場合は，事業所委
員会が存在すれば，事業所組織法による共同決定権を
行使することができる。そしてドイツにおいては，従
業員利益代表との労使協議の相手は人事部とは限ら
ず，労務担当役員であることも指摘されている。それ
らと，人事部の地位の低さは関連している可能性があ

表 2　人事管理の諸事項に関する決定権限の所在
（単位：％）

もっぱら人事部門が
決める

各部署の管理職の意
見を聞いたうえで人
事部門が決める

人事部門からの意見
はするが，各部署の
管理職が決める

もっぱら各部署の管
理職が決める

部門を超えた異動 12.1 44.3 21.3 18.8
部門内の異動  6.5 25.3 26.8 39.4
人事評価  5.6 29.8 27.7 33.3
課長層への昇進・昇格 16.3 44.7 19.7 15.2
部長層への昇進・昇格 23.5 39.6 18.3 14.5
注：本調査は正社員 300 人以上企業を対象としている。
出所：労働政策研究・研修機構（2017：45）
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る（石塚 2018：43）。
　人事権への法規制と人事部門の強さとの関連性は今
後研究が蓄積されるべき論点の 1 つと考えられるが，
仮に，日本の人事部門が多くの権限を持つことと広い
人事権が関連しているとするならば，それはどのよう
な歴史的過程で作り上げられたのだろうか。ここで
は，働き方問題にとっての核心である異動（配転）に
対する人事権の歴史展開について整理しておこう。
　金井（2018）によれば，経営に広い権限を持たせる
日本の配転法理は，高度成長期に配転の対象となる労
働者が広がったこと，1970 年以降の低成長下におい
て配転によって解雇を回避するべきという考えが広
がったことなどを通じて形成されてきたという。
　なお，高度成長期に入る直前においても，配置転換
を経営の専権事項とする司法の考え方が判例で示され
ることはあったが，不当労働行為にあたるものを除け
ば，配転自体が問題視されることは少なかった。とい
うのも，当時は，配転の対象となるのは現在よりも希
少であった幹部候補の大卒者であり，労働組合が関心
を持つことも少なかったためである。
　高度経済成長期に入ると，事業所のスクラップアン
ドビルドによって幅広い労働者が配転の対象になり，
訴訟となるケースが増える。経営者の包括的命令権を
認める考え方が広がり始めていたが，1960 年代には
多様な見解が併存していた。契約原理を重視し，経営
者の専権事項とはみなさない考え方も現れ，実際に配
転命令が無効とされる裁判例も少なくなかった。しか
し，1973 年以降の低成長期には，経営者が包括的な
指揮命令権を持つと考える判決が多く下されるように
なり，また権利濫用については限定的にしか認められ
なくなったという。
　金井（2018）は，このような配転法理は日本的雇用
慣行にふさわしいものとしながらも，労働契約時の包
括的合意や就業規則の配転条項は，労働者側の事情の
変化に対応するものとなっていない問題を指摘して 
いる。

４　おわりに

　最後に，日本の人事部研究の今後の方向について論
じたい。
　現在の雇用社会の変動の中で，人事部門の役割がど
のように再編されるのかを明らかにすることが，今後
の研究課題であろう。着眼すべき雇用社会の変動の第

一は，労働市場がひっ迫する中で，中途採用が増加し
ていることである。日本の人事部門が大きくなる理由
の 1 つは新卒一括採用慣行であった。新卒採用を実施
するにあたっては，学校との関係構築，新卒採用独特
の募集・選考などの業務があり，さらに，入社後の新
入社員研修などの初期職業教育（IVET），適性を見
極めた初任配属などが必要になる。また，同期という
準拠集団の形成は年次管理を発展させるため，集権的
な人事間とも親和的であった。近年の中途採用の拡大
は，こうした人事部の役割にどのような影響を与える
のであろうか。
　第二は，主に勤務地や労働時間などに関連して，生
活への配慮や労働者の自律性を求める世論が広がって
いることである。具体的には，両立支援策の拡充，限
定社員区分の創設，あるいは限定社員と総合職との賃
金格差の見直しなどが行われている。あるいは総合職
に対しても，生活へ配慮した業務配分や限定社員区分
への転換制度などが広がっている。その背景にはやは
り労働市場のひっ迫がある。これらは，丁寧な要員管
理や雇用管理を求めるものであるが，それが日本の特
徴である強い人事権にどのような制約を課すのであろ
うか。
　第三は，日本企業の経営戦略が市場への即応を重視
する方向に動いていることである。平野（2006）は，
グローバル化の帰結として，会社資産の再編のスピー
ドが企業競争力に直結するために，経営者によるトッ
プダウンの戦略決定が強くなり，分権的なインセン
ティブシステム（人事制度）を持つ組織モードが相対
的に優位になることを指摘する。市場への感応性を重
視する経営戦略の中で，人事部門の役割はどのように
変化するのであろうか 6）。
　以上要するに，人事部門は，多様な人材を受け入れ
るライン部門への支援，労働者の生活や自律性への丁
寧な配慮，市場オリエンテッドな経営への貢献などを
求められている。現代の人事部門研究においては，そ
れらへの対応の具体的内容や成否を明らかにすること
が重要である。そしてそれは雇用システムの進化の解
明にもつながるであろう。

 1）人事部門の権限に関する経営学研究については島貫
（2018）がサーベイしている。Welbourne and Cyr（1999）
は，米国で 1993 年に上場した新規株式公開企業の 3 年後業
績を分析し，上級人事担当役員の存在は売上高を増加させる
ことを指摘した。この文献の中でも，人事部の地位と企業業
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績との関係に関する先行研究が整理されている。
 2）情報システムとは，組織目的を達成するための認知的局

面，すなわち情報収集，コミュニケーション，意思決定など
の活動であり，インセンティブシステムとは情報システムを
機能させるための動機的局面，すなわち情報システムに必要
とされる技能の効率的な使用と発展を促すことである。情報
システムの集権（CI）と分権（DI）のいずれが効果的であ
るかは環境による。変化が激しい，あるいは安定的な場合に
は集権が効率的であり，中程度の変化が漸進的に起こる状況
では分権が効率的となる（青木昌彦 1989）。

 3）Ulrich（1997）は，人事部の役割を，「将来（戦略的視点）-
日常的業務運営」，さらに「プロセス-人材」という 2 つの軸
で，戦略パートナー，管理エキスパート，従業員チャンピオ
ン，変革推進者の 4 つに分類する。人事部門の役割を包括的
にカバーした分類となっており，広く参照されている。ただ
し，制度分析においては，まずは，人事部の実務に即した区
分に沿って議論を進めることが有益であろう。

 4）平野（2006）は，グローバル化や ICT 発展などの環境変
化の中で人事部門による人事情報の収集と活用の費用がいか
に最小化されるのかという観点から，日本企業の人事制度の
進化を読み解いている。そこでも，人材の配置をめぐるライ
ン部門の機会主義に焦点があてられる。

 5）経営戦略への関与については島貫（2018）が先行研究を
サーベイしている。先行研究においては，人事部門の経営戦
略への関与は，人事部門長が取締役会のメンバーであるこ
と，実際の意思決定への関与の 2 つのレベルから分析されて
いる。人事部門長の地位が高いことが，企業業績に正の効果
をもたらす研究も紹介されている。

 6）人的資本経営という用語を広めるきっかけとなった人材版
伊藤レポートにおいて，市場に即応した経営を強調すると同
時に，CHRO の創設をはじめとして，人事部門の権限拡大
が唱えられていることは興味深い（経済産業省 2022）。アメ
リカであれば，このような文脈では財務部門の強化が主張さ
れると考えられる。
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